
参考様式１

　　　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載する。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

tezuka-sei@city.hokuto.yamanashi.jp

計　画　主　体　名 計　画　期　間

やまなしけん・ほくとし

山梨県・北杜市 平成２１～２３年度

honobe-syz@pref.yamanashi.lg.jp
担当課 電話番号
山梨県耕地課（代表） ０５５－２２３－１６３０ ０５５－２２３－１６２４
北杜市　農政課 ０５５１－４２－１３５２ ０５５１－４２－５２１６



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

【記入要領】

事業活用活性化計画目標 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・事業活用活性化計画目標の項目は農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要領の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

・事業活用活性化計画目標の記載にあたっては「事業活用活性化計画目標の設定について」により記入すること。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

定住等の促進に資する農業用用排水施設等の機
能の確保

13.6ha
計画区域における農業用用排水施設等の機能の確保（ha)
＝計画期間内に農業用用排水施設等の整備・保全により条件整備され機能が確保さ
れた農地の面積(ha)

計画区域はほ場整備事業等により生産基盤を整えてきたが、集落間を結ぶ農道や水田の汎用化など新たな整備が必要となっており、これらを整備することで、１３．６ｈａの
農地が保全される。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

【記入要領】
・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。
・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容の欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性について併せて記載すること。
・事業メニューには、実施要領の別表の事業メニュー名を記入すること。
・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。
・事業内容は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。
・事業規模は、施設毎の棟数と床面積、農道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。
・実施期間は、原則として３年以内とすること。
・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

13,970 55/100

事業実施主体

Ｈ２１年～Ｈ２３年

実施期間

25,400
農道整備（改修）
Ｌ＝530ｍ

北杜市

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等

農業用道路 上下条地区
農業用道路を整備・保全
し、農業経営改善に資す
る。

55/100 13,530

13,970

　農業用用排水施設等の整備・保全により条件整備され機能が確保される農地の面
積を１３．６haにし、離農者の抑制や定住の促進を目指す。

暗渠排水を整備・保全し、
農業経営改善に資する。

暗渠排水A=9ha

　農業用用排水施設等の整備・保全により条件整備され機能が確保される農地の面
積を１３．６haにし、離農者の抑制や定住の促進を目指す。

全体事業費
（千円）

交付金要望
額

（千円）

交付額算
定交付率

交付限度額
（千円） 活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性

24,600 13,530Ｈ２１年～Ｈ２３年 北杜市暗渠排水 上下条地区

合　計 50,000 27,500 27,500



Ⅲ　優先枠を活用する事業に関する事項 （交付対象事業別概要）

【記入要領】 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・優先枠事業を実施しようとする場合には、以下のいずれかの優先枠指標を記入すること。

　　（輸出促進緊急条件整備事業優先枠）

　　　輸出量の増加率（％）＝優先枠事業の実施によって見込まれる年間の輸出量（ｔ)（目標）÷現在の年間輸出量（ｔ）×１００－１００

　　（農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠）

　　　交流人口の増加数＝優先枠事業の実施によって見込まれる地域外からの年間入込客の増加人数

　　　定住人口の増加数＝優先枠事業の実施によって見込まれる地区人口の増加人数

・優先枠の種類は、いずれか該当する方を丸囲みすること。

　　なお一つの事業について複数の優先枠指標を設定する場合は優先枠指標ごとに当該様式を作成する。

・事業メニューには、実施要領の別表１の事業メニュー名を記載すること。

・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。

・事業内容と優先枠指標の関連性は優先枠指標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

増　加　率　等　の　算　出増加率等

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠

２　農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠
- - -

-

優先枠の種類 優先枠指標

-

-

- -

　　　優先枠指標の設定根拠

-

事　業　メ　ニ　ュ　ー　名 地区名 事業内容と優先枠指標との関連性

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠

２　農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠
- - -

優先枠の種類 優先枠指標

・優先枠を活用する事業とは、予算の優先枠（輸出促進緊急条件整備事業優先枠、農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠）の対象となる事業であり、具体的には、輸出の促進に関連する事業及び実施要領の別表１の事業メニュー番号１０、３３、３４、３
７、３８、４３又は４５であって要件類別番号５、２１、２３又は２５を満たすものがその対象となる。

- -

-

- -

事　業　メ　ニ　ュ　ー　名 地区名 事業内容と優先枠指標との関連性

増　加　率　等　の　算　出増加率等

　　　優先枠成果指標の設定根拠

-



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

輸出量
の増加

交流人口
の増加

定住人
口の増
加

輸出優先
枠関係

再チャレ優
先枠関係

計画主体名 整理コード

目標番
号

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

沖縄 奄美

H23 円 円 円

事業別内容 内訳 H21 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 1 1 北杜市 上下条地区 ◯ 2 農業用道路 7 農道改修Ｌ＝５３０ｍ H2１～23 北杜市 25,400,000 13,970,000 55/100 13,970,000

H21 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 1 2 北杜市 上下条地区 ◯ 3 暗渠排水 7 暗渠排水9.0ha H2１～23 北杜市 24,600,000 13,530,000 55/100 13,530,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

合計（Ｆ） 999 H23 H21～23 50,000,000 27,500,000 27,500,000

事業活用活性化計画目標等 H21 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 1001 9 13.6ha

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） H21 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 2001 50,000,000 27,500,000 27,500,000

②ハード事業 H21 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 1 2002 50,000,000 27,500,000 27,500,000

創意工夫発揮事業 H21 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 1 2003

附帯事業 H21 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 1 2004

③ソフト事業 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 H21 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 1 2007 500,000 250,000 250,000

⑤都道府県附帯事務費 1 2008 548,000 274,000 274,000

総合計（①＋④＋⑤） H21 1 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 2009 51,048,000 28,024,000 28,024,000

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） H21 山梨県 19 山梨県・北杜市 2091 1 2010 51,048,000 28,024,000 28,024,000

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

北杜市 事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

山梨県 事業費（ハード） 1

都道府県附帯事務費 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

市 町 村 名 地区名
計画の
提出年

度

都道府
県名

都道府
県コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

計画主
体コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

地域指定状況
計画期間
最終年度

事業活用活性化
計画目標

地域再生計画と
の関連

頑張る地方応
援プログラムと

の関連

遊休農地の解
消に向けた取

組の有無

増減率
等

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

優先枠関連指標 全　　体　　計　　画

実 施 期 間
事 業 実 施
主 体

全体事業費
Ａ

交 付 金 額
( 千 円 未満
は 切 り 捨
て ）

交付額算定
交 付 率

Ｂ

交付限度額
Ｃ ＝ Ａ × Ｂ
(千円未満は
切 り 捨 て ）

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

計画
番号

ハード事
業、ソフ
ト事業の
別
ハード：１
ソフト：２

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

事 業 メ ニ ュ ー 名
増減率

等
増減率

等
増減率

等

関連する事
業は１を記

載

関連する事
業は１を記

載

要 件 類 別
番 号

事 業 内 容 及 び
事 業 量



事業内容及び
事　業　量

仕入れに係る

消費税相当額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額

円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

0 0
農道改修、実施設
計測量(1式） 10,860,000 5,973,000 54,300 3,746,700 1,086,000 43 5,973,000 該当無し 10,860,000 5,973,000 14,540,000 7,997,000 6,770,000 3,723,500 7,770,000 4,273,500

0 0 実施設計測量(1式） 4,140,000 2,277,000 20,700 1,221,300 621,000 17 2,277,000 該当無し 4,140,000 2,277,000 20,460,000 11,253,000 10,230,000 5,626,500 10,230,000 5,626,500

0 0 15,000,000 8,250,000 75,000 4,968,000 1,707,000 8,250,000 15,000,000 8,250,000 35,000,000 19,250,000 17,000,000 9,350,000 18,000,000 9,900,000 0 0

0 0 15,000,000 8,250,000 75,000 4,968,000 1,707,000 8,250,000 15,000,000 8,250,000 35,000,000 19,250,000 17,000,000 9,350,000 18,000,000 9,900,000

0 0 15,000,000 8,250,000 75,000 4,968,000 1,707,000 8,250,000 15,000,000 8,250,000 35,000,000 19,250,000 17,000,000 9,350,000 18,000,000 9,900,000

0 0

0 0 150,000 75,000 75,000 75,000 150,000 75,000 350,000 175,000 170,000 85,000 180,000 90,000

164,000 82,000 82,000 82,000 164,000 82,000 384,000 192,000 186,000 93,000 198,000 99,000

0 0 15,314,000 8,407,000 157,000 5,043,000 1,707,000 8,407,000 15,314,000 8,407,000 35,734,000 19,617,000 17,356,000 9,528,000 18,378,000 10,089,000

0 0 15,314,000 8,407,000 157,000 5,043,000 1,707,000 8,407,000 15,314,000 8,407,000 35,734,000 19,617,000 17,356,000 9,528,000 18,378,000 10,089,000

前　年　度　ま　で 本　年　度

交 付 金 額
Ｄ 事 業 費

本年度までの累計 翌年度以降（予定）

交 付
金 額

（千円未満
は 切 り 捨

て ）

都道府県
費

本年度末
進 捗 率

Ｅ

単年度交付限
度 額

Ｃ × Ｅ － Ｄ
（千円未満は
切 り 捨 て ）

市 町 村 費 そ の 他

備 考

事 業 費 事 業 費 交 付 金 額

翌 年 度 以 降

事 業 費 交 付 金 額
Ｈ 22 Ｈ 23 Ｈ 23


